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１ はじめに

都道府県や市町村の産業連関表はすでに昭和３０年代から先進的な試みがなされてきた

が、すべての都道府県がそろって産業連関表を作成したのは平成２年になってからで、

平成１２年表は、平成７年表に引き続き３回目ということになる。国の平成１２年（２０００年）

産業連関表は２００４年６月に公表され、都道府県の産業連関表はほぼ１年遅れのスケ

ジュールであり、各都道府県産業連関表平成１２年表の公表は２００５年度となる（１）。

地域産業連関表は、地域における経済・社会構造の分析、地域政策の評価、地域の経

済社会の動向の予測などに利用される有用な経済統計の一つである。しかし、地域産業

連関表の作成は国の産業連関表の作成に関する情報を利用すること、また、その作成に

およそ３年余の年月を必要とするため、現在では全国表の作成年次に合わせて５年ごと

に作成されている。その完成年は産業連関表の作成対象年より５年ほど遅れて公表さ

れ、次の産業連関表の公表スケジュールを考慮すると、最長で１０年前の産業連関表を分

析に使用せざるを得ないというのが実状である。表としての整合性をたもちながら、一

定の精度を確保するためには、作成にある程度時間を要することは否めないが、早期公

表は産業連関表作成者にとって重要な課題である（２）。

産業連関表の作成には時間を要し、つねに最新の産業連関表が利用できるわけではな

い。この問題を克服するひとつの方法として、より簡便な方法で近時点の産業連関表を

推計することが考えられる。基本表に対する延長表の作成はそのような考えに基づくも

のである。全国レベルでは経済産業省が昭和４８年以降毎年、延長産業連関表を推計し、

平成１２年からは推計方法を変更して簡易延長産業連関表として推計を行っている。筆者
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の行ったヒアリング調査では、都道府県の延長表についてはすでに８都道府県が作成

し、さらに１５都道府県が延長表の作成に一定の関心を持っている。もちろん、関心の程

度には幅があり、これがすぐに次の延長表作成につながるわけではない。

都道府県の産業連関表は、現在少なくとも生産額推計については国の産業連関表に準

じた項目について推計を行っているところもあり、多くの都道府県では基本分類ベース

で推計を行っている。より小地域の産業連関表の作成もされており、現在名古屋市（３）を

除く政令指定都市の多くが産業連関表の推計を行っている。さらに釧路市、熱海市など

の地方都市でも産業連関表の有用性を認め、推計を行っている市町村もいくつかみられ

る。このような都市レベルの産業連関表の作成では、都道府県のような比較的詳細な分

類項目で推計することが、統計の入手可能性から困難なため、一般的には小分類ベース

または中分類ベースで生産額推計されることが多い。

地域産業連関表の延長表や小地域の産業連関表では、基本分類よりも粗い分類をベー

スに作成されることが多い。延長表にあっては、産業連関表の中間年に関して比較的簡

便な方法で産業連関表を作成することで、次の地域産業連関表が完成するまでの間を補

完し、新しい地域経済構造の情報を取り込んだ産業連関表による経済構造の分析を可能

にするものである。また、小地域では当該地域の経済構造の特徴を反映した産業連関表

による分析は重要な情報を提供する可能性がある。ただ、基本分類より粗い分類で産業

連関表を推計することは、一定の誤差を含む可能性がある。例えば、地域産業連関表で

は一般に、基本分類で提供される全国産業連関表の投入係数の情報を利用することが多

いが、小分類や中分類の投入係数をそのまま地域産業連関表に応用することには、プロ

ダクトミックスの問題が含まれることがあげられる。

筆者ら（山田・中山（２００５））は、名古屋港を中心とした貿易と流通の役割に関する産

業連関分析を行うため、分析当時まだ公表されていなかった愛知県産業連関表２０００年表

について小分類をベースにして簡便な方法で推計を行った。その後、２０００年愛知県産業

連関表が２００５年３月に公表された。愛知県産業連関表は、より詳細な情報をもとに推計

が行われているので、我々の産業連関表簡易推計表よりは精度が高いと期待される。そ

こで、ここでは我々の推計した産業連関表を愛知県産業連関表と比較し、その差違の存

在がどこにあるのかを調べることにした。比較分析により明らかとなる差違は、我々の

簡易推計表の推計上の問題点を指摘するだけであるかもしれないが、このような事後評

価により、産業連関表の推計に関する一定の共通した課題がひとつでも明らかになれば

と期待するものである。
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以下では、次節で都道府県をはじめ地域産業連関表の作成に関する特徴について整理

し、３節で、我々の行った２０００年愛知県産業連関表の簡易推計の実際について述べる。

４節では、愛知県産業連関表と我々の簡易推計表の比較を行い、５節で明らかとなった

特徴についてまとめることにする。

２ 地域産業連関表作成の特徴について

表１は各都道府県の平成１２年産業連関表の作成状況とその特徴について整理したもの

である。比較のため、全国表と経済産業省の地域産業連関表についても併せて載せてい

る。全国表や経済産業省の地域産業連関表の作成過程では、約３８００の１０桁品目について

生産額の推計を行う。この生産額を集計することで５１７×４０５の基本分類産業連関表の生

産額を求める。さらに粗付加価値および中間投入、最終需要の各項目に関する種々の統

計を利用して、基本分類各部門の投入額と産出額を推計していくことになる。このよう

な推計のために、工業統計表やサービス業基本統計、貿易統計など既存統計が、産業連

関表の概念にあるように組み替えられて利用される。また、既存統計では得られない詳

細な情報は、サービス産業・非営利団体等投入調査、本社等の活動実態調査、地域産業

連関表にあっては商品流通調査などの特別調査が実施され、その結果が活用される。全

国の平成１２年産業連関表では３２の特別調査が実施された。また、企業に対するヒアリン

グによる調査も重要な情報源となる。これらの推計値は、産業連関表の縦横の集計がバ

ランスするように推計値を見直しながら、調整を行っていく。全国産業連関表や経済産

業省の地域産業連関表では、バランス調整の最終段階でラグランジュ未定乗数法による

機械的バランス調整が実施される。

都道府県等の地域産業連関表の作成も基本的には同様のプロセスを経て、作成されて

いく。しかし、全く国と同じ様に行っているわけではない。実際、基礎資料の問題、商

品サービスの地域間移動の情報の不足が問題となる。国が行っているような特別調査な

どをすべて都道府県ベースで行うことは、時間的、費用的にも困難がともなう。そこ

で、既存統計の産業連関表への組み替え集計結果や国が実施した特別調査の結果につい

ては全国集計値や都道府県集計値が都道府県に提供される。また、これらの情報が国の

産業連関表の係数に取り込まれていることを考慮して、例えば詳細な投入構造のように

地域ベースで個別には推計しにくい情報は、全国産業連関表の情報を活用しているの
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No. 機関名
県内生産額
推計

基本分類
公表最大
部門数

輸移出
分離

自家
輸送

金属屑
事務
用品

古紙 その他 雇用表

総務省統計局 １０桁品目 ５１７×４０５ 基本分類 － ○ ○ ○ ○ ４０１
各地方経済産業局 １０桁品目 ５１４×４０２ ７５ ○ 別掲 別掲 －

１
北海道開発局・
北海道

５１５×４０３ ５１５×４０３ １０５ ○ ○ ○ ○ －

２ 青森県 ５１５×４０３ １０２ ○ １０２
３ 岩手県 ５１７×４０５ ５１５×４０５ １８５ ○ ○ ○ ○ －
４ 宮城県 ５１７×４０５ １８９×１８９ １０６ ○ ○ ○ ○ １０６
５ 秋田県 ５１８×４０６ ５１８×４０６ ９７ ○ ○ ○ ○ ９７
６ 山形県 ５１７×４０５ ５１７×４０５ １０４ ○ ○ ○ １０４
７ 福島県 ５１７ ５１７×４０５ １０４ ○ ○ ○ １０４
８ 茨城県 ５１７×４０５ ５１７×４０５ １８８ ○ ○ ○ ○ １０４
９ 栃木県 ５１７×４０５ １８８×１８８ ９９ ○ ○ ○ ○ ９９
１０ 群馬県 ５１７×４０５ １０４ ○ ○ ○ ○ １０４
１１ 埼玉県 １０桁品目 ５１７×４０５ １０５ ○ ○ ○ ○ １０５
１２ 千葉県 １０桁品目 ５１７×４０５ １８８ ○ ○ ○ ○ ○ １０４

１３ 東京都
（５１７＋５８５）
×（４０５＋４７５）

基本分類 ○ ○ ○
本社・営
業所経費

１３８×２
地域

１４ 神奈川県 ５２０×４０５ ５２０×４０５ 基本分類 ○ ○ ○ ○ ○ プラスチック屑 １０２
１５ 新潟県 ５１８×４０６ ５１８×４０６ １６８ ○ ○ ○ ○ ○ １００
１６ 富山県 ５１５×４０３ １０３ ○ ○ ○ －
１７ 石川県 ５１６×４０２ ９３ ○ ○ ○ －
１８ 福井県 ５１７×４０５ ５１７×４０５ ９７ ○ ○ ○ ○ ９７
１９ 山梨県 ５１７×４０５ ５１７×４０５ １７６ ○ ○ ○ ○ ９９
２０ 長野県 ５１７×４０５ ５１７×４０５ １８８ ○ ○ ○ ○ １０４
２１ 岐阜県 ５１５×４０３ ５１５×４０３ １８６ ○ ○ ○ ○ １０４
２２ 静岡県 １０桁品目 ５１７×４０５ 基本分類 ○ ○ ○ １０４
２３ 愛知県 ５１７×４０５ ５１７×４０５ １８７ ○ ○ ○ ○ ○ １０３
２４ 三重県 １０桁品目 ５１７×４０５ １８６ ○ ○ ３４
２５ 滋賀県 ５１７×４０５ ５１７×４０５ １０４ ○ ○ ○ ○ １０４
２６ 京都府 ５１９×４０７ ５１９×４０７ ２１１ ○ ○ ○ ○ ○ ９２
２７ 大阪府 ５１７×４０５ ５１７×４０５ １０４ ○ ○ ○ ○ ○ －
２８ 兵庫県 ５１７×４０５ ５１７×４０５ １８６ ○ ○ ○ ○ １８６
２９ 奈良県 ５１７×４０５ １０４ ○ ○ ○ ○ １０４
３０ 和歌山県 ５１７×４０５ ５１７×４０５ １０４ ○ ○ ○ １０４
３１ 鳥取県 ５１７×４０５ ５１７×４０５ １０４ ○ ○ ○ １０４
３２ 島根県 ５１７×４０５ ５１７×４０５ ９３ ○ ○ ○ ３４
３３ 岡山県 ５１７×４０５ ５１７×４０５ １０４ ○ ○ ○ ○ １０４
３４ 広島県 ４０５×４０５ ４０５×４０５ １０５ ○ ○ ○ 委託生産費 １０５
３５ 山口県 １０桁品目 ５１７×４０５ １０４ ○ ○ １０４
３６ 徳島県 ５１７×４０５ １０４ ○ ○ １０４
３７ 香川県 ５１７×４０５ ５１７×４０５ 基本分類 ○ ○ １０４
３８ 愛媛県 ４０５×４０５ １８８×１８８ １０４ ３２
３９ 高知県 ５１７×４０５ １０４ ○ ○ ○ ３８
４０ 福岡県 １０桁分類 ５１７×４０５ １０３ ○ ○ ○ ○ １０３
４１ 佐賀県 ５１７×４０５ ５１７×４０５ １０４ ○ ○ ○ ○ －
４２ 長崎県 ５１７×４０５ ５１７×４０５ １０４ ○ ○ ○ ○ ○ １０４
４３ 熊本県 ５１７×４０５ １０４ ○ ○ ○ ○ ３１
４４ 大分県 ５１７×４０５ １０４ ○ ○ ○ ○ ○ １０４
４５ 宮崎県 ５１７×４０５ １０４ ○ ○ １０４
４６ 鹿児島県 ５１７×４０５ ５１７×４０５ １８６ ○ ○ ○ ○ ○ １０４
４７ 沖縄県 １０桁品目 ５１４×４０２ ７５ ○ ○ ○ ○ ３４

表１ 平成１２年（２０００年）都道府県産業連関表の作成状況と特徴

出所）『平成１２年（２０００年）都道府県等産業連関表の作成状況調査』（総務省政策総括官（統計基

準担当））より作成。
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が、地域産業連関表の作成過程の大きな特徴である。

地域経済の特徴を反映するためには、出来るだけ詳細なレベルで域内生産額を推計す

ることが重要となる。表１によると、２０００年都道府県産業連関表における県内生産額の

推計を国と同じく１０桁品目で実施している県は７県にわたる。そのほかの県は、おおむ

ね約４００部門の基本分類で推計していると考えられる。縦横のバランス調整をするのが

基本分類であるとすると、栃木県と愛媛県は小分類でバランス調整をしているが、それ

以外は国と同じ基本分類で調整していると考えられる。

都道府県の生産額推計はかなり詳細で、バランス調整も基本分類で行っていると考え

られるが、基本分類で公表しているところは、東京等、神奈川県、静岡県、香川県のわ

ずか４県にすぎない。小分類で公表しているのが岩手県、千葉県、新潟県など１２県、そ

れ以外は中分類の産業連関表となっている。また、公表産業連関表において移輸出の分

離をしている県が２４県と、全体の半分は分離されていない。多くの県は、自家輸送、事

務用品など仮設部門としてたてているが、経済産業省の地域産業連関表の表象のように

たてない県は１／４程度ある。また、平成１２年表では雇用表の作成も普及してきた。北海

道、岩手県、富山県、石川県、大阪府、佐賀県など６府県を除いて部門数の差はあるが

公表している。

地域産業連関表がどの程度の精度で作られているのか、ひとつひとつを評価すること

は難しい。しかし、平成２年表以降はすべての都道府県で推計されるようになったの

で、地域産業連関表を集計し、これを全国の産業連関表ないし経済産業省の産業連関表

と比較することで、精度について一定の評価をすることができる。平成１２年表について

はまだこのような精度比較を行った報告はないが、平成２年表については大平・吉田・

中川（１９９７）、平成７年表については山田・朝日（２００２）が行っている。表２、表３はそ

のうち国内生産額と移輸出入について比較したものである。

ふたつの比較研究からいえることは、全国表と都道府県表はいくつかの点で概念の異

なるところがあるが、国内生産額合計のレベルで比較すると３～４％の誤差率となって

いる。農林水産業・製造業などについては、全国表との乖離幅は小さい。これに対し

て、サービス業などについては乖離幅が相対的に大きい。これは農林水産業・製造業な

どについては、推計基礎統計が全国表と同じ場合が多いのに対し、サービス業などにつ

いては各県が独自の一次統計を基に推計を行っていることによるものと考えられる。し

かし、平成２年表より、平成７年表のほうが部門別にみても精度が向上しており、特に

第３次産業のところで著しいこともわかる。

２０００年愛知県産業連関表の簡易推計と事後評価

―４３―



ある県の移出は相手県の移入であるので、県間移出入の合計は理論的にはゼロとな

る。そこで，県表の移輸出合計と移輸入合計の差が全国の純輸出と一致するか調べる

と、乖離はかなり大きいことがわかる。これは，県表作成に際して、①移出・移入は既

存統計がほとんどなく、県表推計の際，最も推計が難しい項目であること。②また、全

国表が国民経済計算の基礎となっているのと同様に、県表は県民経済計算の基礎となっ

１９９０年表 １９９５年表
全国値 県集計値 乖離幅 乖離率 全国値 県集計値 乖離幅 乖離率

１ 農林水産業 １７，７９５．３ １７，２１６．５ －５７８．８ －３．３ １５，８１７．８ １５，６３４．６ －１８３．２ －１．２
２ 鉱業 ２，１５６．４ １，９８９．８ －１６６．６ －７．７ １，６５９．５ １，７２４．０ ６４．４ ３．９
３ 食料品 ３８，９４０．６ ３８，８０１．５ －１３９．１ －０．４ ３８，８５６．５ ３８，５６４．５ －２９２．０ －０．８
４ 繊維生産 １４，３３３．７ １３，９９６．０ －３３７．７ －２．４ １１，１６４．５ １１，０１８．７ －１４５．８ －１．３
５ パルプ・紙・木製品 １９，０６２．７ １８，８６４．４ －１９８．３ －１．０ １７，８００．１ １７，４１１．１ －３８９．０ －２．２
６ 化学製品 ２６，３４８．５ ２７，３５３．７ １，００５．２ ３．８ ２５，７７８．２ ２５，７３６．５ －４１．７ －０．２
７ 石油・石炭製品 １１，０８７．６ １１，３９０．９ ３０３．３ ２．７ １０，４９２．８ ９，２０８．６－１，２８４．２ －１２．２
８ 窯業・土石製品 １０，１９３．６ １１，１４２．２ ９４８．６ ９．３ ９，６９６．１ ９，８１９．５ １２３．５ １．３
９ 鉄鋼 ２６，６７９．２ ２６，２８８．１ －３９１．１ －１．５ ２０，０９３．３ ２０，３９８．０ ３０４．７ １．５
１０非鉄金属 ７，６１４．６ ７，８９６．２ ２８１．６ ３．７ ６，３４３．１ ６，４８９．５ １４６．４ ２．３
１１金属製品 １６，７４８．０ １７，７１９．４ ９７１．４ ５．８ １５，７０７．７ １５，８８６．９ １７９．２ １．１
１２一般機械 ３１，８３９．０ ３２，４１１．９ ５７２．９ １．８ ２８，４７５．０ ２８，９８４．３ ５０９．２ １．８
１３電気機械 ５０，８２６．５ ５５，９１３．７ ５，０８７．２ １０．０ ５０，３８５．５ ５３，０３０．５ ２，６４５．０ ５．２
１４輸送機械 ４５，１９５．９ ４３，７４１．６－１，４５４．３ －３．２ ４１，８５５．８ ４２，１８５．７ ３２９．９ ０．８
１５精密機械 ４，６９２．０ ５，１９８．０ ５０６．０ １０．８ ３，８１０．７ ３，８８０．５ ６９．７ １．８
１６その他の製造工業製品 ３２，４３８．３ ３４，１６０．０ １，７２１．７ ５．３ ３２，０６２．１ ３２，０９１．８ ２９．７ ０．１
１７建設 ８９，１９８．９ ８９，４９９．５ ３００．６ ０．３ ８８，１４９．３ ８７，５６７．７ －５８１．６ －０．７
１８電力・ガス・熱供給 １５，３１８．０ １６，６４８．１ １，３３０．１ ８．７ １８，８１０．０ １９，７１４．０ ９０４．０ ４．８
１９水道・廃棄物処理 ６，１９５．９ ７，６７６．２ １，４８０．３ ２３．９ ７，６５３．５ ７，５２５．９ －１２７．６ －１．７
２０商業 ８２，４１４．４ ９２，３５４．９ ９，９４０．５ １２．１１０２，３２１．６ ９９，６８８．４－２，６３３．１ －２．６
２１金融・保険 ３１，２５１．５ ３６，７５６．３ ５，５０４．８ １７．６ ３６，３３４．６ ３６，８１７．７ ４８３．１ １．３
２２不動産 ５０，１１６．１ ５０，５３１．６ ４１５．５ ０．８ ６４，１８５．２ ６２，９４０．２－１，２４５．０ －１．９
２３運輸 ４２，５８０．４ ４４，３０２．１ １，７２１．７ ４．０ ５０，１１３．８ ４９，８０６．３ －３０７．５ －０．６
２４通信・放送 １０，９７４．６ １０，８７０．０ －１０４．６ －１．０ １４，７６２．８ １５，１３２．４ ３６９．６ ２．５
２５公務 ２０，４０９．５ ２１，８２９．２ １，４１９．７ ７．０ ２６，２１７．０ ２７，６５０．６ １，４３３．７ ５．５
２６教育・研究 ２８，７２７．１ ２８，６７９．３ －４７．８ －０．２ ３３，２４７．０ ３４，２０３．３ ９５６．３ ２．９
２７医療・保健・社会保障 ２６，６４１．３ ２６，５９３．７ －４７．６ －０．２ ３６，２２９．４ ３５，５５７．３ －６７２．１ －１．９
２８その他の公共サービス ４，０１７．７ ４，６０４．０ ５８６．３ １４．６ ４，６５８．７ ５，５７６．９ ９１８．２ １９．７
２９対事業所サービス ５２，５０３．７ ５６，５７２．１ ４，０６８．４ ７．７ ６２，６９１．３ ６１，６２９．０－１，０６２．３ －１．７
３０対個人サービス ４８，１８３．８ ５０，３６２．５ ２，１７８．７ ４．５ ５４，１７３．３ ５５，０４７．８ ８７４．５ １．６
３１その他 ７，７２７．５ ８，１２８．６ ４０１．１ ５．２ ７，５５４．６ ３４，２２２．９ ２６，６６８．３ ３５３．０
３２内生部門計 ８７２，２１２．２９０９，４９２．１ ３７，２７９．９ ４．３９３７，１００．６９６５，１４５．１ ２８，０４４．５ ３．０

表２ 地域産業連関表の比較 －生産額－
単位：１０億円，％

注）１９９５年表の県集計値には，東京都表の本社部門の生産がその他に含まれているため，その分乖

離が大きくなっている。

出所）大平・吉田・中川（１９９７）、山田・朝日（２００２）より作成。

―４４―



ており、県表推計の際、県民経済計算の需要項目との整合性をとるべく調整を行ってい

る県もあると考えられること、などが原因として指摘できる。こうした結果、移出・移

入は、県表作成の際バランス調整項目として使用されている可能性が大きく、県表の中

でもやや信頼性が落ちる項目となっている。しかし、移出・移入は、県内生産誘発額を

左右する大きな要因である。この推計の精度は，県表による県経済の分析に決定的に重

１９９０年表 １９９５年表
全国値 県集計値 乖離幅 全国値 県集計値 乖離幅

１ 農林水産業 －２，９１４．６ －３，２８５．９ －３７１．３ －２，３３４．９ －２０６．４ ２，１２８．５
２ 鉱業 －８，４９３．１ －９，１７２．３ －６７９．２ －５，８２２．８ －２４７．３ ５，５７５．５
３ 食料品 －４，１６４．８ －２，６９４．１ １，４７０．７ －４，５９０．７ ２，７６９．０ ７，３５９．６
４ 繊維生産 －１，４５９．３ －１，３５５．３ １０４．０ －２，１７５．２ －１９０．３ １，９８４．９
５ パルプ・紙・木製品 －１，２６１．７ －１，４８６．１ －２２４．４ －１，５９０．２ －１０４．４ １，４８５．９
６ 化学製品 ３１３．１ １，８７５．１ １，５６１．９ ６３９．４ －５２６．４ －１，１６５．８
７ 石油・石炭製品 －１，８０９．０ －２，２３０．２ －４２１．２ －８３５．６ －２，２４０．６ －１，４０５．０
８ 窯業・土石製品 １３３．８ ２００．７ ６６．９ １８４．５ １０５．４ －７９．０
９ 鉄鋼 １，０３３．１ １，４２５．５ ３９２．４ ９２９．３ －２６６．６ －１，１９５．９
１０ 非鉄金属 －１，９４７．４ －１，８１３．３ １３４．０ －１，２０１．４ －６．９ １，１９４．４
１１ 金属製品 ３３６．５ ８９９．３ ５６２．７ １９０．６ ２５９．５ ６８．８
１２ 一般機械 ４，６３９．４ ６，５６２．９ １，９２３．５ ５，０８９．６ １，０３２．０ －４，０５７．６
１３ 電気機械 ９，０５９．５ １４，２１８．０ ５，１５８．５ ８，０７２．８ ３，７４２．８ －４，３３０．０
１４ 輸送機械 ９，３６６．７ １０，６３４．９ １，２６８．２ ７，４６２．４ ４７８．１ －６，９８４．３
１５ 精密機械 ８０１．４ １，３９９．７ ５９８．４ ３５５．３ ２０７．７ －１４７．６
１６ その他の製造工業製品 －９６２．０ －１，１０６．３ －１４４．３ －１，３７１．７ －９１６．２ ４５５．５
１７ 建設 ０．０ １，０００．７ １，０００．７ ０．０ －３３４．４ －３３４．４
１８ 電力・ガス・熱供給 １７．６ １，１４５．５ １，１２７．９ ２３．５ ８１６．７ ７９３．２
１９ 水道・廃棄物処理 ２．８ －１０３．５ －１０６．３ ３．４ －２８．８ －３２．２
２０ 商業 １，７５０．６ ６，７９１．３ ５，０４０．７ ２，９４３．３ －７６５．３ －３，７０８．６
２１ 金融・保険 －３２４．０ １，６０３．６ １，９２７．６ －４４９．６ －８５．４ ３６４．１
２２ 不動産 －３．６ １，３２７．８ １，３３１．４ ０．７ －７０．７ －７１．４
２３ 運輸 １，４２４．６ ２，０５４．１ ６２９．６ １，２３１．７ ２８９．３ －９４２．４
２４ 通信・放送 －１５．２ －５４０．０ －５２４．８ －２７．２ －８１０．７ －７８３．６
２５ 公務 ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ４２．４ ４２．４
２６ 教育・研究 －７．５ －１９１．７ －１８４．３ －１１．２ ４３８．０ ４４９．２
２７ 医療・保健・社会保障 －０．８ ２９８．５ ２９９．３ －０．７ －８４９．４ －８４８．７
２８ その他の公共サービス １１．７ －１７５．４ －１８７．１ ７．８ ２１１．６ ２０３．８
２９ 対事業所サービス －５７６．７ －１，４７６．９ －９００．２ －７５０．７ －１，３０４．６ －５５３．９
３０ 対個人サービス －２，１６４．３ －１，２６２．２ ９０２．２ －２，３７２．８ ２，４３６．１ ４，８０９．０
３１ その他 －７３８．４ －１，３３４．６ －４．２ －５１４．３ １４，８９２．２ １５，４０６．５
３２ 内生部門計 ２，０４８．４ ２３，２０９．５ ２１，１６１．１ ３，０８５．４ １８，７６６．３ １５，６８０．８

表３ 地域産業連関表の比較 －純輸移出－
単位：１０億円

注）１９９５年表の県集計値には，東京都表の本社部門の分がその他に含まれているため，その分乖離

が大きくなっている。

出所）大平・吉田・中川（１９９７）、山田・朝日（２００２）より作成。

２０００年愛知県産業連関表の簡易推計と事後評価
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要な役割を果たす。

なお、２０００年表について都道県表と全国表や経済産業省の地域表と比較した報告はま

だない。表４は、経済産業省中部経済産業局による東海地域産業連関表の域内生産額と

東海三県（愛知県、岐阜県、三重県）の産業連関表の県内生産額合計とを比較したもの

である。ここでは、それぞれの部門区分の関係で２８部門に統合した上で比較している。

この表によると、合計額の乖離額は５２，２８３．００億円、５．０６％の東海三県の過大推計となっ

ている。とくに、東海三県の生産額は、輸送機械、金融・保険・不動産、運輸の各部門

において経済産業局の東海地域生産額より大きい値となっている。工業統計表組替集計

という同じ統計を基礎としているので比較的乖離が生じにくいと考えられる製造業の輸

送機械部門でも乖離額が大きい点が興味深い。これらの部門において、どこの県が過大

東海地域 三県合計 乖離額 乖離率
１ 農林水産業 ９０３，３９８ ８５０，４９９ －５２，８９９ －６．２２
２ 鉱業 １１５，９３３ １２５，４２３ ９，４９０ ７．５７
３ 食料品 ３，２１４，３８８ ３，０８２，１４８ －１３２，２４０ －４．２９
４ 繊維製品 １，１３４，５９４ １，１５４，３８８ １９，７９４ １．７１
５ パルプ・紙・木製品 １，６８４，３６４ １，６３４，９８０ －４９，３８４ －３．０２
６ 化学製品 ２，５２６，２３７ ２，３１９，７７３ －２０６，４６４ －８．９０
７ 石油・石炭製品 １，６１９，２５４ １，２５１，９２８ －３６７，３２６ －２９．３４
８ 窯業・土石製品 １，６０２，５４１ １，６３３，３１５ ３０，７７４ １．８８
９ 鉄鋼 ２，４９８，０６２ １，８８２，２９４ －６１５，７６８ －３２．７１
１０非鉄金属 ９１５，３７４ ９２４，８８１ ９，５０７ １．０３
１１金属製品 １，７８３，９３２ １，９７６，００７ １９２，０７５ ９．７２
１２一般機械 ４，２７２，７６３ ４，５２１，９７１ ２４９，２０８ ５．５１
１３電気機械 ５，３１２，５０５ ５，５０６，１２２ １９３，６１７ ３．５２
１４輸送機械 １６，２１８，５５２ １７，７５６，７８６ １，５３８，２３４ ８．６６
１５精密機械 ２７７，４０１ ２９１，０５４ １３，６５３ ４．６９
１６その他の製造工業製品 ４，４０１，２９５ ４，５１４，２２２ １１２，９２７ ２．５０
１７建設 ６，６５１，９２０ ６，９２７，５７０ ２７５，６５０ ３．９８
１８電力・ガス・熱供給 ２，０５６，０３３ ２，０６８，１５７ １２，１２４ ０．５９
１９水道・廃棄物処理 ６０２，８３９ ６８５，６２３ ８２，７８４ １２．０７
２０商業 ９，３９０，４５７ ９，３６２，６４９ －２７，８０８ －０．３０
２１金融・保険・不動産 ６，７２２，８９２ ８，５３６，３６３ １，８１３，４７１ ２１．２４
２２運輸 ３，４９１，４８３ ４，５４４，１５１ １，０５２，６６８ ２３．１７
２３通信・放送 １，２４０，８７８ １，７１６，７４４ ４７５，８６６ ２７．７２
２４公務 １，８２３，６０７ ２，７２２，５１５ ８９８，９０８ ３３．０２
２５その他の公共サービス ６，７３１，５６０ ６，８８２，９０１ １５１，３４１ ２．２０
２６対事業所サービス ５，４７２，１９３ ５，１８７，６６６ －２８４，５２７ －５．４８
２７対個人サービス ４，９４４，７５４ ４，８９４，５４５ －５０，２０９ －１．０３
２８その他 ５９０，５４０ ４７３，３７４ －１１７，１６６ －２４．７５
２９内生部門計 ９８，１９９，７４９ １０３，４２８，０４９ ５，２２８，３００ ５．０６

表４ ２０００年地域産業連関表の生産額比較 －東海地域と東海三県－
単位 百万円、％
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なのか、それとも経済産業局の値が過小なのか、乖離の原因はなにかを検討する必要が

ある。

このように都道府県表は今後改善すべきいくつかの課題もあるが、概ね全国表との整

合性がとれているといえる。

３ ２０００年愛知県産業連関表の簡易推計の実際

山田・中山（２００５）では、２０００年愛知県産業連関表が公表される前に、同年の産業連関

表が必要となり、独自の推計方法で２０００年愛知県産業連関表を推計した。この産業連関

表の作成に当たり、愛知県が行う場合に比べて時間的制約が大きいことや、公表データ

に限定されるというデータ利用可能性の制限のため、１８８部門の小分類をもとに推計作

業を行った。これをここでは簡易推計と呼び、作成された産業連関表を以下では簡易推

計表と呼ぶことにする。

ここでは、すでに公表されている全国２０００年表を基礎として、全国産業連関表や地域

産業連関表の延長表の作成方法を参考にしながら独自に行った１８８部門の愛知県産業連

関表簡易推計表の推計方法について述べる。以下の手順によって推計を行った。

（１）生産額の推計

生産額は、基準年産業連関表の統合分類に合わせて、既存統計資料を用いて品目別に

推計する。推計の基礎には、表５‐１のような統計を利用した。１０桁品目による生産額推計

の積み上げができないので、参照統計の伸び率をもとめ、比較の基準となる１９９５年産業

連関表の生産額に乗じて２０００年生産額を求める方法と、２０００年全国産業連関表の生産額

に参照統計の全国比を乗じて２０００年生産額を求める方法のいずれかを採用した。

（２）投入係数の推計

つぎに推計年の投入係数を推計する。延長表作成の場合に採用される推計方法として

はいくつかのバリエーションが存在する。大別すると（１）全国産業連関表の情報をもと

にする場合と（２）当該地域の過去の情報をもとにする場合が考えられる。ここでは、投入

係数については１８８部門では全国と愛知県の投入、付加価値構造が同一であると仮定し

て、全国２０００年表の投入係数をそのまま利用した。都道府県の産業連関表では、投入係

数は基本分類においてこの考えが採用されることが多いが、ここでは小分類ベースで

行っているため、プロダクトミックスの問題が含まれる可能性がある。

２０００年愛知県産業連関表の簡易推計と事後評価
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統合小分類（１８８部門＋�） 推計基礎統計

０１１１ 穀 類 愛知県統計年鑑、愛知農林水産統計年報 農業粗生産額、米、百万円

０１１２ い も ・ 豆 類 愛知県統計年鑑、農林水産生産指数 農業生産指数、いも、豆

０１１３ 野 菜 愛知県統計年鑑、愛知農林水産統計年報 農業粗生産額、野菜、百万円

０１１４ 果 実 愛知県統計年鑑、農林水産生産指数 農業生産指数、野菜総合

０１１５ そ の 他 の 食 用 作 物 愛知県統計年鑑、農林水産生産指数 農業生産指数、その他

０１１６ 非 食 用 作 物 愛知県統計年鑑、農林水産生産指数 農業生産指数、その他

０１２１ 畜 産 愛知県統計年鑑、愛知農林水産統計年報 農業粗生産額、畜産、百万円

０１３１ 農 業 サ ー ビ ス 全国産業連関表 生産額

０２１１ 育 林 愛知県統計年鑑、市町村行財政のあらまし 民有地面積、山林、千 m２

０２１２ 素 材 愛知県統計年鑑、林業属地基本調査 素材、千 m３

０２１３ 特 用 林 産 物 愛知県統計年鑑、林業属地基本調査 しいたけ、トン

０３１１ 海 面 漁 業 愛知県統計年鑑、愛知農林水産統計年報 漁業生産量、海面、トン

０３１２ 内 水 面 漁 業 愛知県統計年鑑、愛知農林水産統計年報 漁業生産量、内水面、トン

０６１１ 金 属 鉱 物 －

０６２１ 窯 業 原 料 鉱 物 愛知県統計年鑑、生産指数、鉱業

０６２２ 砂 利 ・ 砕 石 経済産業省、工業統計表 生産額

０６２９ そ の 他 の 非 金 属 鉱 物 愛知県統計年鑑、生産指数、鉱業

０７１１ 石 炭 －

０７２１ 原 油 ・ 天 然 ガ ス －

１１１１ と 畜 経済産業省、工業統計表 生産額

１１１２ 畜 産 食 料 品 経済産業省、工業統計表 生産額

１１１３ 水 産 食 料 品 経済産業省、工業統計表 生産額

１１１４ 精 穀 ・ 製 粉 経済産業省、工業統計表 生産額

１１１５ め ん ・ パ ン ・ 菓 子 類 経済産業省、工業統計表 生産額

１１１６ 農 産 保 存 食 料 品 経済産業省、工業統計表 生産額

１１１７ 砂 糖 ・ 油 脂 ・ 調 味 料 類 経済産業省、工業統計表 生産額

１１１９ そ の 他 の 食 料 品 経済産業省、工業統計表 生産額

１１２１ 酒 類 経済産業省、工業統計表 生産額

１１２９ そ の 他 の 飲 料 経済産業省、工業統計表 生産額

１１３１ 飼 料 ・ 有 機 質 肥 料 （ 除 別 掲 ）経済産業省、工業統計表 生産額

１１４１ た ば こ 経済産業省、工業統計表 生産額

１５１１ 紡 績 経済産業省、工業統計表 生産額

１５１２ 織 物 経済産業省、工業統計表 生産額

１５１３ ニ ッ ト 生 地 経済産業省、工業統計表 生産額

１５１４ 染 色 整 理 経済産業省、工業統計表 生産額

１５１９ そ の 他 の 繊 維 工 業 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

１５２１ 衣 服 経済産業省、工業統計表 生産額

１５２２ そ の 他 の 衣 服 ・ 身 の 回 り 品 経済産業省、工業統計表 生産額

１５２９ そ の 他 の 繊 維 既 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

１６１１ 製 材 ・ 合 板 ・ チ ッ プ 経済産業省、工業統計表 生産額

１６１９ そ の 他 の 木 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

１７１１ 家 具 ・ 装 備 品 経済産業省、工業統計表 生産額

１８１１ パ ル プ 経済産業省、工業統計表 生産額

１８１２ 紙 ・ 板 紙 経済産業省、工業統計表 生産額

１８１３ 加 工 紙 経済産業省、工業統計表 生産額

１８２１ 紙 製 容 器 経済産業省、工業統計表 生産額

１８２９ そ の 他 の 紙 加 工 品 経済産業省、工業統計表 生産額

表５ 生産額推計のための基礎資料
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統合小分類（１８８部門＋�） 推計基礎統計

１９１１ 出 版 ・ 印 刷 経済産業省、工業統計表 生産額

２０１１ 化 学 肥 料 経済産業省、工業統計表 生産額

２０２１ ソ ー ダ 工 業 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

２０２９ そ の 他 の 無 機 化 学 基 礎 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

２０３１ 石 油 化 学 基 礎 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

２０３２ 有 機 化 学 中 間 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

２０３３ 合 成 ゴ ム 経済産業省、工業統計表 生産額

２０３９ そ の 他 の 有 機 化 学 基 礎 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

２０４１ 合 成 樹 脂 経済産業省、工業統計表 生産額

２０５１ 化 学 繊 維 経済産業省、工業統計表 生産額

２０６１ 医 薬 品 経済産業省、工業統計表 生産額

２０７１ 石けん・界面活性剤・化 粧 品 経済産業省、工業統計表 生産額

２０７２ 塗 料 ・ 印 刷 イ ン キ 経済産業省、工業統計表 生産額

２０７３ 写 真 感 光 材 料 経済産業省、工業統計表 生産額

２０７４ 農 薬 経済産業省、工業統計表 生産額

２０７９ そ の 他 の 化 学 最 終 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

２１１１ 石 油 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

２１２１ 石 炭 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

２２１１ プ ラ ス チ ッ ク 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

２３１１ タ イ ヤ ・ チ ュ ー ブ 経済産業省、工業統計表 生産額

２３１９ そ の 他 の ゴ ム 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

２４１１ 革 製 履 物 経済産業省、工業統計表 生産額

２４１２ なめし革・毛皮・その他の革製品 経済産業省、工業統計表 生産額

２５１１ 板 ガ ラ ス ・ 安 全 ガ ラ ス 経済産業省、工業統計表 生産額

２５１２ ガ ラ ス 繊 維 ・ 同 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

２５１９ そ の 他 の ガ ラ ス 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

２５２１ セ メ ン ト 経済産業省、工業統計表 生産額

２５２２ 生 コ ン ク リ ー ト 経済産業省、工業統計表 生産額

２５２３ セ メ ン ト 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

２５３１ 陶 磁 器 経済産業省、工業統計表 生産額

２５９９ そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

２６１１ 銑 鉄 ・ 粗 鋼 経済産業省、工業統計表 生産額

２６１２ 鉄 屑 経済産業省、工業統計表 生産額

２６２１ 熱 間 圧 延 鋼 材 経済産業省、工業統計表 生産額

２６２２ 鋼 管 経済産業省、工業統計表 生産額

２６２３ 冷 延 ・ め っ き 鋼 材 経済産業省、工業統計表 生産額

２６３１ 鋳 鍛 造 品 経済産業省、工業統計表 生産額

２６４９ そ の 他 の 鉄 鋼 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

２７１１ 非 鉄 金 属 製 錬 ・ 精 製 経済産業省、工業統計表 生産額

２７１２ 非 鉄 金 属 屑 経済産業省、工業統計表 生産額

２７２１ 電 線 ・ ケ ー ブ ル 経済産業省、工業統計表 生産額

２７２２ そ の 他 の 非 鉄 金 属 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

２８１１ 建 設 用 金 属 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

２８１２ 建 築 用 金 属 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

２８９１ ガス・石油機器及び暖厨房機器 経済産業省、工業統計表 生産額

２８９９ そ の 他 の 金 属 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

３０１１ 原 動 機 ・ ボ イ ラ 経済産業省、工業統計表 生産額

３０１２ 運 搬 機 械 経済産業省、工業統計表 生産額

３０１３ 冷 凍 機 ・ 温 湿 調 整 装 置 経済産業省、工業統計表 生産額

２０００年愛知県産業連関表の簡易推計と事後評価
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統合小分類（１８８部門＋�） 推計基礎統計

３０１９ そ の 他 の 一 般 産 業 機 械 経済産業省、工業統計表 生産額

３０２１ 建 設 ・ 鉱 山 機 械 経済産業省、工業統計表 生産額

３０２２ 化 学 機 械 経済産業省、工業統計表 生産額

３０２３ 産 業 用 ロ ボ ッ ト 経済産業省、工業統計表 生産額

３０２４ 金 属 加 工 ・ 工 作 機 械 経済産業省、工業統計表 生産額

３０２９ そ の 他 の 特 殊 産 業 用 機 械 経済産業省、工業統計表 生産額

３０３１ その他の一般機械器具及び部品 経済産業省、工業統計表 生産額

３１１１ 事 務 用 機 械 経済産業省、工業統計表 生産額

３１１２ サ ー ビ ス 用 機 器 経済産業省、工業統計表 生産額

３２１１ 民 生 用 電 子 機 器 経済産業省、工業統計表 生産額

３２１２ 民 生 用 電 気 機 器 経済産業省、工業統計表 生産額

３３１１ 電 子 計 算 機 ・ 同 付 属 装 置 経済産業省、工業統計表 生産額

３３２１ 通 信 機 械 経済産業省、工業統計表 生産額

３３３１ 電 子 応 用 装 置 経済産業省、工業統計表 生産額

３３３２ 電 気 計 測 器 経済産業省、工業統計表 生産額

３３４１ 半 導 体 素 子 ・ 集 積 回 路 経済産業省、工業統計表 生産額

３３５９ 電 子 部 品 経済産業省、工業統計表 生産額

３４１１ 重 電 機 器 経済産業省、工業統計表 生産額

３４２１ そ の 他 の 電 気 機 器 経済産業省、工業統計表 生産額

３５１１ 乗 用 車 経済産業省、工業統計表 生産額

３５２１ トラック・バス・その他の自動車 経済産業省、工業統計表 生産額

３５３１ 二 輪 自 動 車 経済産業省、工業統計表 生産額

３５４１ 自 動 車 部 品 ・ 同 付 属 品 経済産業省、工業統計表 生産額

３６１１ 船 舶 ・ 同 修 理 経済産業省、工業統計表 生産額

３６２１ 鉄 道 車 両 ・ 同 修 理 経済産業省、工業統計表 生産額

３６２２ 航 空 機 ・ 同 修 理 経済産業省、工業統計表 生産額

３６２９ そ の 他 の 輸 送 機 械 経済産業省、工業統計表 生産額

３７１１ 光 学 機 械 経済産業省、工業統計表 生産額

３７１２ 時 計 経済産業省、工業統計表 生産額

３７１９ そ の 他 の 精 密 機 械 経済産業省、工業統計表 生産額

３９１１ 玩 具 ・ 運 動 用 品 経済産業省、工業統計表 生産額

３９１９ そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 経済産業省、工業統計表 生産額

３９２１ 再 生 資 源 回 収 ・ 加 工 処 理 経済産業省、工業統計表 生産額

４１１１ 住 宅 建 築 愛知県統計年鑑、建築着工統計調査 工事予定額、住宅

４１１２ 非 住 宅 建 築 愛知県統計年鑑、建築着工統計調査 工事予定額、非住宅

４１２１ 建 設 補 修 全国産業連関表 生産額

４１３１ 公 共 事 業 愛知県統計年鑑、 県、市町村歳出、土木費、千円

４１３２ そ の 他 の 土 木 建 設 全国産業連関表 生産額

５１１１ 電 力 愛知県統計年鑑 発電量千 kWh

５１２１ 都 市 ガ ス 愛知県統計年鑑 ガス生産量千メガジュール

５１２２ 熱 供 給 業 全国産業連関表 生産額

５２１１ 水 道 愛知県統計年鑑、愛知県の水道 給水人口、人

５２１２ 廃 棄 物 処 理 愛知県統計年鑑、下水道実態調査 処理区域人口、千人

６１１１ 卸 売 愛知県統計年鑑、商業統計調査 卸売販売額、百万円

６１１２ 小 売 愛知県統計年鑑、商業統計調査 小売販売額、百万円

６２１１ 金 融 愛知県統計年鑑、日銀名古屋支店 国内銀行貸出残高、億円

６２１２ 保 険 全国産業連関表 生産額

６４１１ 不 動 産 仲 介 及 び 賃 貸 国勢調査 世帯数

６４２１ 住 宅 賃 貸 料 全国産業連関表 生産額
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統合小分類（１８８部門＋�） 推計基礎統計

６４２２ 住 宅 賃 貸 料 （ 帰 属 家 賃 ）全国産業連関表 生産額

７１１１ 鉄 道 旅 客 輸 送 愛知統計年鑑 鉄道輸送人員、人

７１１２ 鉄 道 貨 物 輸 送 愛知統計年鑑 JR貨物発送、トン

７１２１ 道 路 旅 客 輸 送 国土交通省，自動車輸送統計 自家用旅客輸送人キロ，千人キロ

７１２２ 道 路 貨 物 輸 送 国土交通省，自動車輸送統計 営業用貨物輸送トン数，千トン

７１３１ 自 家 輸 送 （ 旅 客 自 動 車 ）国土交通省，自動車輸送統計 自家用旅客輸送人キロ，千人キロ

７１３２ 自 家 輸 送 （ 貨 物 自 動 車 ）国土交通省，自動車輸送統計 自家用貨物輸送トン数，千トン

７１４１ 外 洋 輸 送 全国産業連関表 生産額

７１４２ 沿 海 ・ 内 水 面 輸 送 愛知県港湾統計年報 移出入、トン

７１４３ 港 湾 運 送 愛知県港湾統計年報 輸出入、トン

７１５１ 航 空 輸 送 愛知県統計年鑑、国土交通省「空港管理状況調書」貨物取扱量積荷、トン

７１６１ 貨 物 運 送 取 扱 生産額推計値 道路貨物輸送、沿海・内水面輸送、港湾輸送、航空輸送

７１７１ 倉 庫 生産額推計値 道路貨物輸送、沿海・内水面輸送、港湾輸送、航空輸送

７１８１ こ ん 包 生産額推計値 道路貨物輸送、沿海・内水面輸送、港湾輸送、航空輸送

７１８９a その他の運輸付帯サービス・道路 生産額推計値 道路貨物輸送、沿海・内水面輸送、港湾輸送、航空輸送

７１８９b その他の運輸付帯サービス・水運 生産額推計値 道路貨物輸送、沿海・内水面輸送、港湾輸送、航空輸送

７１８９c その他の運輸付帯サービス・航空 生産額推計値 道路貨物輸送、沿海・内水面輸送、港湾輸送、航空輸送

７１８９d その他の運輸付帯サービス・旅行 日本旅行業協会 旅行会社取扱高，都道府県別旅行社数

７３１１ 郵 便 愛知県統計年鑑、東海郵政局「東海郵政局統計年報」引受国内郵便数

７３１２ 電 気 通 信 愛知県統計年鑑、東海郵政局 加入電話、携帯電話数×通信費物価指数

７３１９ そ の 他 の 通 信 サ ー ビ ス 全国産業連関表 生産額

７３２１ 放 送 総務省 放送受信契約数

８１１１ 公 務 （ 中 央 ）愛知県統計年鑑、県民経済計算 公的最終消費支出、国出先機関、百万円

８１１２ 公 務 （ 地 方 ）愛知県統計年鑑 公務員数

８２１１ 学 校 教 育 愛知県統計年鑑、学校基本調査 在学者数

８２１３ 社 会 教 育 ・ そ の 他 の 教 育 全国産業連関表 生産額

８２２１ 学 術 研 究 機 関 全国産業連関表 生産額

８２２２ 企 業 内 研 究 開 発 全国産業連関表 生産額

８３１１ 医 療 愛知県統計年鑑 医療従事者数

８３１２ 保 健 全国産業連関表 生産額

８３１３ 社 会 保 障 愛知県統計年鑑 国民年金給付額

８３１４ 介 護 厚生労働省、介護保険給付状況報告 介護保険給付額全国比

８４１１ そ の 他 の 公 共 サ ー ビ ス 総務省、サービス業基本調査 H６／１１ 宗教、政治団体等

８５１１ 広 告 総務省、サービス業基本調査 H６／１１ 映画・ビデオ制作業，放送業，広告業

８５１２ 調 査 ・ 情 報 サ ー ビ ス 総務省、サービス業基本調査 H６／１１ 情報サービス・調査業

８５１３ 物 品 賃 貸 業 （ 除 貸 自 動 車 業 ）総務省、サービス業基本調査 H６／１１ 物品賃貸業

８５１４ 貸 自 動 車 業 総務省、サービス業基本調査 H６／１１ 物品賃貸業

８５１５ 自 動 車 修 理 総務省、サービス業基本調査 H６／１１ 自動車整備業

８５１６ 機 械 修 理 総務省、サービス業基本調査 H６／１１ 機械・家具等修理業（別掲を除く）

８５１９ そ の 他 の 対 事 業 所 サ ー ビ ス 総務省、サービス業基本調査 H６／１１ その他

８６１１ 娯 楽 サ ー ビ ス 総務省、サービス業基本調査 H６／１１ 娯楽業（映画・ビデオ制作業を除く）

８６１２ 飲 食 店 愛知県統計年鑑、事業所統計 飲食店従業者数、H８／１３

８６１３ 旅 館 ・ そ の 他 の 宿 泊 所 総務省、サービス業基本調査 H６／１１ 旅館，その他の宿泊所

８６１９ そ の 他 の 対 個 人 サ ー ビ ス 総務省、サービス業基本調査 H６／１１ 専門サービス業（他に分類されないもの）

８９００ 事 務 用 品 全国産業連関表 生産額

９０００ 分 類 不 明 全国産業連関表 生産額

９０９９ 内 生 部 門 計
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（３）粗付加価値の推計

粗付加価値係数は全国表の数値を用い、これに生産額を乗じることにより粗付加価値

額を求めた。今回は、単純化のため、県民経済計算年報などの統計との調整は施さな

かった。

（４）域内最終需要、輸出入および移出入の推計

県内最終需要項目の家計外消費支出の総額は、粗付加価値部門で推計した家計外消費

支出の支出総額を用いる。家計消費支出、対家計民間非営利団体消費支出、一般政府消

費支出、国内総固定資本形成（公的）、国内総固定資本形成（民間）、在庫純増の総額に

ついては、県民経済計算の対応する支出額の伸び率で推計した。また、一般政府消費支

出（社会資本等減耗分）については、全国表の一般政府消費支出の対する比率で案分し

た。さらに、これらの項目別総額を、全国表の項目別最終需要の配分係数を用いて部門

別値を推計した。この点も地域経済の特徴を反映しない点が課題として残るものである。

輸出および輸入については、貿易と直接購入に分けて推計した。さらに、輸出（貿易）

および輸入（貿易）に関しては、航空輸送と船舶輸送に二分して推計した。航空輸送は、

先述の財務省の貿易統計から産業連関表部門に組み替えた全国ベースの輸送手段別輸出

入を利用する。航空貨物による輸出は全国の航空輸送輸出に愛知県と全国の生産額比率

を掛けて推計した。航空機輸送に関して、全国と愛知県の輸出・生産額比率が同一との

仮定をもうけている。同様に、航空貨物による輸入に関しては、全国と愛知県の輸入係

数が同一と仮定して、全国の航空輸送輸出に愛知県と全国の域内需要額比率を乗じるこ

とにより推計した。

国土交通省の「港湾統計」より、全国と愛知県の品種別輸出入データを利用した。こ

の統計は２０００年では８０品種に集計されているので、これを産業連関表の部門に対応させ

て集計した。当然、産業連関表統合小分類よりは粗いが、対応する愛知県・全国比率を

全国の部門別船舶輸送輸出入に乗じて推計した。なお、財以外の部門の輸出入について

は、愛知県と全国の生産額比率で全国値を案分した。

直接購入は、それぞれ少額であることもあり、全国表でも１９９５年表と２０００年表で部門

の対応がうまくつけにくいため、合計額において１９９５／２０００年の全国比率を用いて２０００

年の愛知県の総額を推計し、それに２０００年の全国の部門別シェアを乗じて推計した。

移出入の推計は、産業連関表の特別調査のひとつである「商品流通調査」など基礎と

なる統計が利用できず推計にかなりの困難を伴う。ここでは、国土交通省の２０００年の

「全国貨物純流動調査（物流センサス）」より、産業業種別年間出荷量の１９９５年、２０００年
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の全国物量ベース値を利用した。この統計は、鉱業４業種、製造業２２業種、卸売業１３業

種、倉庫業７業種の伸び率値が得られるが、このうち鉱業と製造業の２６業種について対

応する産業連関表の１９９５年の移出額にこの比率を掛けて２０００年値を推計した。この統計

は全国の貨物の出荷量を純流動ではあるが物量ベースでとらえたもので、県内貨物出荷

量も含む。移出の推計にはこの値を補正する必要があるが、今回の推計では行わなかっ

た。農林水産業を含むその他の部門の移出に関しては、愛知県の部門別生産額の伸び率

を用いて推計した。

（５）部門別需給バランス調整

移入に関しては、部門別需要・供給のバランスを保つよう、最終調整項とした。

移入＝域内需要＋輸出＋移出－（生産＋輸入）

という関係式が成立する必要がある。しかし、部門ごとにこの値をみると、総需要より

生産および輸入による供給の方が大きく、結果として移入が負となる部門が発生した。

この調整は、域内需要の一部を見直して増加させるか、過大となっている生産、輸入の

いずれかの推計の見直しが求められる。ここでは、生産額推計を中心として見直すこと

にした。

また、住宅建築など建設部門や公務などいくつかの部門では、移輸出入がない部門も

存在し、これら部門では、「域内需要＝生産」となる。そこで、こうした部門についても

生産額を中心に見直しを図った。

４ ２０００年愛知県産業連関表・簡易推計表の事後評価

ここでは、我々の推計した２０００年愛知県産業連関表の簡易推計表を同年の愛知県産業

連関表と比較評価をする。簡易推計表は１８８部門小分類で推計しているが、ここでは愛知

県の３８部門分類に統合した上で比較検討を行う。

表６は、愛知県表と簡易推計表の主要項目の合計値の比較を行っている。県内生産額

合計では、基準となる愛知県表が７３７，５５３．８５億円、簡易推計表の値が７３３，９９５．８６億円、

その乖離額は－３，５５７．９９億円、乖離率で－０．４８％と乖離の程度は非常に少ない。同様

に、内生部門計、県内最終需要計、県内需要合計といった集計レベルの高い項目では、

生産額と同様、差が小さい。家計外消費支出、民間消費支出、県内総固定資本形成（民
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間）でもそれぞれ－２．４２％、－１．３６％、３．５３％と乖離率は比較的小さい。乖離率が大きい

項目は、最終需要項目では移輸出、移輸入、在庫純増、県内総固定資本形成（公的）など

であり、粗付加価値項目では、間接税（除関税、輸入税商品税）、営業余剰などである。

また、乖離額で大きい差があるのは、移輸出、移輸入、雇用者所得である。地域産業連

関表で移輸出入の推計の難しさが指摘されるが、そのことがこの結果にも表れている。

表７は、２つの産業連関表の３８部門の県内生産額とその乖離額、乖離率を示す。ま

た、図１と図２はそれぞれ県内生産額の乖離額と乖離率を図示したものである。生産額

合計では乖離額、乖離幅とも小さかったが、個別の部門をみると乖離の大きい部門もあ

ることがわかる。乖離額でみると自動車１３，８３２．６２億円、商業１０２９３．９５億円、金融・保険

６，４１８．２１億円などの部門がマイナスで大きく、鉄鋼が５，５４３．６１億円とプラスで大きい。

また、乖離率で評価すると分類不明１７８．６８％、鉱業１０６．０８％、その他公共サービス

３５．７６％、林業３９．７３％、航空機－４５．４７％などの部門が大きいことがわかる。製造業部門

は、工業統計表の数値を利用しており比較的乖離が少ないと期待していたが、必ずしも

期待通りの結果とはならなかった。この点は、どこに乖離の大きい原因があるのかもう

少し検討する必要がある。簡易推計表では、製造業部門に関しては、工業統計表の数値

愛 知 県 表 簡易推計表 乖 離 額 乖 離 率
内 生 部 門 計 ３８，７８８，６４２ ３８，３４９，１８６ －４３９，４５６ －１．１３
家 計 外 消 費 支 出 （ 行 ） １，３５１，５０８ １，３５３，４０４ １，８９６ ０．１４
雇 用 者 所 得 １８，２９９，５５３ １９，３８４，３８６ １，０８４，８３３ ５．９３
営 業 余 剰 ６，４７５，３２７ ５，８８０，１９３ －５９５，１３４ －９．１９
資 本 減 耗 引 当 ６，１３３，０７２ ６，１６０，２２４ ２７，１５２ ０．４４
間接税（除関税・輸入品商品税） ２，９７１，７０７ ２，５４２，３４６ －４２９，３６１ －１４．４５
（ 控 除 ） 経 常 補 助 金 －２６４，４２４ －２７０，１５３ －５，７２９ ２．１７
粗 付 加 価 値 部 門 計 ３４，９６６，７４３ ３５，０５０，４００ ８３，６５７ ０．２４
県 内 生 産 額 ７３，７５５，３８５ ７３，３９９，５８６ －３５５，７９９ －０．４８
家 計 外 消 費 支 出 （ 列 ） １，３５１，５０８ １，３１８，８５９ －３２，６４９ －２．４２
民 間 消 費 支 出 １６，０７９，３３０ １５，８６０，５２４ －２１８，８０６ －１．３６
一 般 政 府 消 費 支 出 ４，３３５，４２５ ４，７２３，６１６ ３８８，１９１ ８．９５
県内総固定資本形成（公的） １，６７９，９６４ １，３１６，３２８ －３６３，６３６ －２１．６５
県内総固定資本形成（民間） ６，６１９，３３８ ６，８５３，２３８ ２３３，９００ ３．５３
在 庫 純 増 －１００，８３４ １７，８２２ １１８，６５６ －１１７．６７
県 内 最 需 要 計 ２９，９６４，７３１ ３０，０９０，３８７ １２５，６５６ ０．４２
県 内 需 要 合 計 ６８，７５３，３７３ ６８，４３９，５７３ －３１３，８００ －０．４６
移 輸 出 ２５，１３８，２７６ ３０，６９５，５３２ ５，５５７，２５６ ２２．１１
需 要 合 計 ９３，８９１，６４９ ９９，１３５，１０５ ５，２４３，４５６ ５．５８
（ 控 除 ） 移 輸 入 －２０，１３６，２６４ －２５，７３５，５１９ －５，５９９，２５５ ２７．８１
県 内 生 産 額 ７３，７５５，３８５ ７３，３９９，５８６ －３５５，７９９ －０．４８
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の伸び率を１９９５年値に乗じて２０００年値を求めている。商業部門については、商業マージン

率による商業マージンのはぎ取りを行わず、卸売販売額や小売販売額を用いて全国値の按

分を行っている。このことが、商業部門の乖離の大きさにつながっている可能性がある。

なお、表４で示したように、２０００年経済産業省中部経済産業局による東海地域産業連

愛知県表 簡易推計表 乖離額 乖離率
０１農 業 ３６２，７８９ ３９２，６９７ ２９，９０８ ８．２４
０２林 業 ９，９０４ １３，８３９ ３，９３５ ３９．７３
０３漁 業 ３５，８０４ ４２，５２９ ６，７２５ １８．７８
０４鉱 業 ２８，７８３ ５９，３１６ ３０，５３３ １０６．０８
０５食 料 品 ２，１４８，０２７ ２，２３５，９２９ ８７，９０２ ４．０９
０６繊 維 製 品 ７１４，８５５ ７７６，５９７ ６１，７４２ ８．６４
０７パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 ９１７，０２１ ９９８，４３６ ８１，４１５ ８．８８
０８化 学 製 品 ９４９，２４９ １，０９７，９４４ １４８，６９５ １５．６６
０９石 油 ・ 石 炭 製 品 ５０１，７４２ ５６３，０２４ ６１，２８２ １２．２１
１０プ ラ ス チ ッ ク 製 品 １，４３０，２６０ １，３９０，６４７ －３９，６１３ －２．７７
１１陶 磁 器 ２８７，０７６ ３０８，７５１ ２１，６７５ ７．５５
１２その他の窯業・土石製品 ５９３，５３３ ５７３，３６３ －２０，１７０ －３．４０
１３鉄 鋼 １，６７３，４２９ ２，２２７，７９０ ５５４，３６１ ３３．１３
１４非 鉄 金 属 ４８３，５８７ ５０４，５９０ ２１，００３ ４．３４
１５金 属 製 品 １，３４５，７３２ １，３９１，８８４ ４６，１５２ ３．４３
１６一 般 機 械 ３，２７２，７３９ ３，２５７，５２３ －１５，２１６ －０．４６
１７電 気 機 械 ３，０２５，２０１ ３，２７５，５４５ ２５０，３４４ ８．２８
１８自 動 車 １４，９２１，２９４ １３，５３８，０３２ －１，３８３，２６２ －９．２７
１９航 空 機 ３９８，８５４ ２１７，４９１ －１８１，３６３ －４５．４７
２０そ の 他 の 輸 送 機 械 ３２２，６２６ ３２４，２７７ １，６５１ ０．５１
２１精 密 機 械 ２４５，３０２ ３１０，１００ ６４，７９８ ２６．４２
２２そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 １，６１５，６９６ １，６３５，２９１ １９，５９５ １．２１
２３建 設 ４，２８１，８４３ ４，３１０，９７９ ２９，１３６ ０．６８
２４電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 １，２６２，７４７ １，３７２，８２７ １１０，０８０ ８．７２
２５水 道 ・ 廃 棄 物 処 理 ４５６，９０６ ４６６，７０９ ９，８０３ ２．１５
２６商 業 ７，５０５，００７ ６，４７５，６１２ －１，０２９，３９５ －１３．７２
２７金 融 ・ 保 険 ２，３６７，３９１ １，７２５，５７０ －６４１，８２１ －２７．１１
２８不 動 産 ３，６４６，０１５ ３，７４７，８２９ １０１，８１４ ２．７９
２９運 輸 ３，４６１，００８ ３，５９２，７９６ １３１，７８８ ３．８１
３０通 信 ・ 放 送 １，２２０，７９１ １，３０１，９６９ ８１，１７８ ６．６５
３１公 務 １，７６６，５４２ ２，０１０，１７４ ２４３，６３２ １３．７９
３２教 育 ・ 研 究 ２，３６４，７６３ ２，３０４，８６５ －５９，８９８ －２．５３
３３医療・保健・社会保障・介護 ２，０７８，２６９ ２，３７５，３５１ ２９７，０８２ １４．２９
３４そ の 他 の 公 共 サ ー ビ ス １７２，０４７ ２３３，５７６ ６１，５２９ ３５．７６
３５対 事 業 所 サ ー ビ ス ４，３５４，３９９ ４，４３６，７７８ ８２，３７９ １．８９
３６対 個 人 サ ー ビ ス ３，３１５，８６６ ３，４９０，３２３ １７４，４５７ ５．２６
３７事 務 用 品 １１２，９５８ １２５，１３２ １２，１７４ １０．７８
３８分 類 不 明 １０５，３３０ ２９３，４９９ １８８，１６９ １７８．６５
３９内 生 部 門 計 ７３，７５５，３８５ ７３，３９９，５８６ －３５５，７９９ －０．４８

表７ 県内生産額の比較
単位 百万円、％
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図１ 県内生産額の乖離幅

図２ 県内生産額の乖離率
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関表と東海三県（愛知県、岐阜県、三重県）産業連関表の県内生産額合計との比較では、

東海三県の生産額は、輸送機械、金融・保険・不動産、運輸の各部門において経済産業

局の東海地域生産額より１５，３８２．３４億円大きい値となっている。上の自動車部門の乖離

額が－１３，８３２．６２億円となっており、その意味では簡易推計表の値は経済産業省の東海

地域表の生産額の値に近いといえる。

表８では県内生産額のほかに、中間需要計、県内最終需要計、県内需要合計、移輸出、

（控除）移輸入の部門別乖離額を求めている。また、図３はそれぞれ県内需要合計、移輸

出、移輸入の乖離額を図示したものである。図３において、乖離額の大きい部門は自動

車部門である。自動車部門では、県内生産額が過小評価であるため、自部門中間需要を

通じて同部門の県内需要合計も過小評価となっている。これに対して、移輸出が過大評

価となっているので、需給バランスをとるため、輸入の乖離額がかなり大きく過小と

なっている。そのほかの部門では鉄鋼、対事業所サービス、対個人サービス、一般機械、

電気機械、商業、金融・保険、運輸などの部門で差が大きい。

表９は簡易推計表における内生部門計、県内生産額、県内需要合計、移輸出、（控除）

移輸入など主要な項目間の乖離額の相関係数である。これをみると、県内生産額は、そ

れぞれ内生部門計０．５５０、県内需要合計０．６２１、（控除）移輸入０．６４４と正の相関が大き

図３ 県内需要合計、輸移出、輸移入の乖離額
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い。また、移輸出と（控除）移輸入の間で負の相関が－０．８３１と高いことがわかる。内生

部門計は、輸移出との間で－０．６３９と負の相関がみられる。県内生産額に全国投入係数の

情報を用いて中間投入および粗付加価値を求めているので、自部門投入が大きい部門で

内生部門計
県内最終
需 要 計

県内需要
合 計

移輸出 （控除）移輸入 県内生産額

０１農 業 １１，３７４ －４１，７４０ －３０，３６６ ３７，６５６ ２２，６１８ ２９，９０８
０２林 業 １６，３５５ ３６，５０９ ５２，８６４ ３７９ －４９，３０８ ３，９３５
０３漁 業 １３，７１４ －２，５７３ １１，１４２ １１，６５８ －１６，０７５ ６，７２５
０４鉱 業 －９，０２４ －５０８ －９，５３２ －６６０ ４０，７２５ ３０，５３３
０５食 料 品 －３，７１０ －１２１，７００ －１２５，４１０ １２１，８９３ ９１，４１９ ８７，９０２
０６繊 維 製 品 －１１６，９７３ －１１１，０９５ －２２８，０６７ １７１，９９９ １１７，８１０ ６１，７４２
０７パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 －１６，３０４ －４６４ －１６，７６８ ６２，９９４ ３５，１８９ ８１，４１５
０８化 学 製 品 ７６，５７６ １４，０９６ ９０，６７２ １１５，７５９ －５７，７３５ １４８，６９５
０９石 油 ・ 石 炭 製 品 ３８，３８０ ８９５ ３９，２７５ －１７，６１５ ３９，６２２ ６１，２８２
１０プ ラ ス チ ッ ク 製 品 －９，７２８ －５，２３３ －１４，９６１ －４，４５９ －２０，１９３ －３９，６１３
１１陶 磁 器 －５５，２６３ －１，０８０ －５６，３４３ ４８，４００ ２９，６１８ ２１，６７５
１２その他の窯業・土石製品 －１１，３４５ －２７０ －１１，６１６ ７０，００７ －７８，５６１ －２０，１７０
１３鉄 鋼 １１１，８０５ １１，４６１ １２３，２６６ ７９８，９０９ －３６７，８１４ ５５４，３６１
１４非 鉄 金 属 １，７３３ １２，２５６ １３，９８９ ５３，５９０ －４６，５７６ ２１，００３
１５金 属 製 品 ６７，０６７ ９，０２０ ７６，０８７ ４，８５９ －３４，７９４ ４６，１５２
１６一 般 機 械 －２３４，２６３ －２９８，８５３ －５３３，１１６ ３５３，６８３ １６４，２１６ －１５，２１６
１７電 気 機 械 ９７，１６９ ２３８，９５３ ３３６，１２２ ４６６，２７３ －５５２，０５１ ２５０，３４４
１８自 動 車 －５０３，４６７ －１１１，６４３ －６１５，１１１１，９１１，７５３－２，６７９，９０４－１，３８３，２６２
１９航 空 機 －１６６，９６３ －５２，５２１ －２１９，４８４ －４４，７１９ ８２，８４０ －１８１，３６３
２０そ の 他 の 輸 送 機 械 １２，４３０ －２３５ １２，１９４ ２，０４４ －１２，５８６ １，６５１
２１精 密 機 械 ４，８３３ １２，６０８ １７，４４１ １０４，６１８ －５７，２６１ ６４，７９８
２２そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 －６１，５０６ １９，６４７ －４１，８５９ －１１７，６１２ １７９，０６６ １９，５９５
２３建 設 １５９，６５８ ３８，８７６ １９８，５３４ ０ －１６９，３９８ ２９，１３６
２４電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ４，７９４ －１０３，５９２ －９８，７９８ １８０，２１０ ２８，６６８ １１０，０８０
２５水 道 ・ 廃 棄 物 処 理 １４９，２９７ －１６９，２１０ －１９，９１３ ２３４ ２９，４８２ ９，８０３
２６商 業 ７７，９１８ －１１０，４７１ －３２，５５３ －５５３，４０６ －４４３，４３６－１，０２９，３９５
２７金 融 ・ 保 険 －１６７，５９２ －３３１，５５６ －４９９，１４８ ６７，６３３ －２１０，３０７ －６４１，８２１
２８不 動 産 １７１，１８０ －９，２３６ １６１，９４５ ４，５３８ －６４，６６９ １０１，８１４
２９運 輸 －１４９，９８５ ６７，０６２ －８２，９２２ ５０１，５２９ －２８６，８１９ １３１，７８８
３０通 信 ・ 放 送 １６５，６５８ －１１０，８４４ ５４，８１４ ５４，３００ －２７，９３５ ８１，１７８
３１公 務 ４９，３８５ １９４，２４８ ２４３，６３２ ０ ０ ２４３，６３２
３２教 育 ・ 研 究 ２４，０１７ １１９，４８９ １４３，５０６ －１０，６６６ －１９２，７３８ －５９，８９８
３３医療・保健・社会保障・介護 １，９５３ ３５７，５５２ ３５９，５０５ ３１，０７９ －９３，５０２ ２９７，０８２
３４そ の 他 の 公 共 サ ー ビ ス ２０９ １９，８９２ ２０，１０１ ６，５１５ ３４，９１４ ６１，５２９
３５対 事 業 所 サ ー ビ ス －１９９，０７３ １５３，９８９ －４５，０８４ ８９０，５６３ －７６３，１００ ８２，３７９
３６対 個 人 サ ー ビ ス ２４，６３６ ４０１，２５４ ４２５，８９０ ２１１，８１０ －４６３，２４３ １７４，４５７
３７事 務 用 品 １２，１７３ ０ １２，１７３ ０ ０ １２，１７４
３８分 類 不 明 －２６，５７５ ６７２ －２５，９０３ ２１，５０９ １９２，５６４ １８８，１６９
３９内 生 部 門 計 －４３９，４５６ １２５，６５６ －３１３，８００５，５５７，２５６－５，５９９，２５５ －３５５，７９９

表８ 愛知県表と簡易推計表の項目別部門別乖離額
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は、県内生産額が大きくなると自部門への需要も過大となる可能性が高い。また、移輸

出が過大であると需給バランスを保つため移輸入が過小となる可能性が高く、それは両

者に負の関係をもたらすと考えられる。県内需要合計と（控除）移輸入の間は０．２９２とそ

れほど強い正の関係ではない。県内生産額と移輸出の関係も－０．３７２とそれほど大きく

はないので、県内生産額と移輸入の間の関係は、移輸出と移輸入の間の関係ほど大きく

はないと期待したが、結果はそうではなかった。輸入中間財が多ければ生産と輸入の関

係は強くなる。自動車部門の生産額かなり大きな過小額となっており、他方で輸出が過

大となっているので、輸入がかなり過小となっている。この関係が全体の関係に強く影

響していると考えられる。

表１０はそれぞれの産業連関表のレオンチェフ逆行列の列和と行和の比較を示す。ま

た、図４と図５はそれぞれ列和、行和に関して、愛知県表と簡易推計表の値を比較する

ために図示したものである。図４、図５とも４５°線の近辺にはあるが、やや右下に位置

する点が多いということは、傾向的には愛知県表の値よりも簡易推計表の値のほうがや

や低いことを意味する。特に、値の大きい部門、列和では自動車、行和では対事業所サー

ビス、運輸、商業についてその傾向が大きい。これらの部門はいずれも移輸入の値が愛

知県表と比べると過小評価されている部門であり、中でも自動車部門の乖離幅はかなり

大きい。このことがそれぞれの部門の需要漏出を大きくし、レオンチェフ逆行列の列

和、行和の値を小さくしていることになる。全体としては、列和、行和の値に大きな差

はないが、移輸入に推計誤差がでるとレオンチェフ逆行列の値に影響し、分析結果に評

価に影響を与えることを念頭に置く必要がある。

内生部門
計

県内最終
需 要 計

県内需要
合 計

移輸出
最終需要
計

需要合計
（控除）
移輸入

最終需要
部 門 計

県 内
生産額

内生部門計 １．０００

県内最終需要計 ０．２５０ １．０００

県内需要合計 ０．７６４ ０．８１６ １．０００

移輸出 －０．６３９ ０．０１５ －０．３７２ １．０００

最終需要計 －０．５１０ ０．３６０ －０．０６４ ０．９３８ １．０００

需要合計 －０．２２６ ０．４９６ ０．１９５ ０．８３８ ０．９５３ １．０００

（控除）移輸入 ０．５６５ －０．０６９ ０．２９２ －０．８３１ －０．７９９ －０．７０６ １．０００

最終需要部門計 ０．２００ ０．４０４ ０．３８９ －０．０２５ ０．１１７ ０．２０２ ０．５０４ １．０００

県内生産額 ０．５５０ ０．４３９ ０．６２１ －０．２６４ －０．０９４ ０．０８７ ０．６４４ ０．９２８ １．０００

表９ 各要素間の相関係数

２０００年愛知県産業連関表の簡易推計と事後評価
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列和 行和
愛知県表 簡易推計表 愛知県表 簡易推計表

０１農 業 １．３２９ １．３０５ １．１１２ １．１１７
０２林 業 １．２４８ １．２０７ １．０４８ １．０３７
０３漁 業 １．３５０ １．２８５ １．０３６ １．０２３
０４鉱 業 １．６０７ １．５５８ １．０４０ １．０９２
０５食 料 品 １．４３３ １．４１７ １．１９９ １．１８６
０６繊 維 製 品 １．３８０ １．３７０ １．１９２ １．１１０
０７パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 １．４２１ １．４１８ １．４３２ １．４４４
０８化 学 製 品 １．４６３ １．４４０ １．２２５ １．２４０
０９石 油 ・ 石 炭 製 品 １．１４５ １．２０６ １．２０１ １．２４６
１０プ ラ ス チ ッ ク 製 品 １．４９９ １．４７０ １．５０８ １．４８０
１１陶 磁 器 １．４２５ １．３９５ １．０３２ １．０１３
１２その他の窯業・土石製品 １．４７５ １．４２７ １．１５０ １．０８９
１３鉄 鋼 １．６４６ １．５０１ １．７８２ １．４７８
１４非 鉄 金 属 １．４２８ １．３７３ １．１９９ １．１４８
１５金 属 製 品 １．４７６ １．４０６ １．３３３ １．３５５
１６一 般 機 械 １．４６５ １．４０３ １．２３２ １．１４０
１７電 気 機 械 １．４２３ １．３５９ １．０９５ １．０３８
１８自 動 車 １．９５１ １．４７６ １．７９３ １．２７２
１９航 空 機 １．６６６ １．４６４ １．３７３ １．２１０
２０そ の 他 の 輸 送 機 械 １．６７２ １．４７９ １．１１９ １．１２２
２１精 密 機 械 １．４４２ １．３６５ １．０３８ １．０１２
２２そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 １．４３９ １．４２８ １．５８５ １．６３１
２３建 設 １．４７６ １．４１９ １．３３１ １．４３６
２４電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 １．４０６ １．３７２ １．７７５ １．７３６
２５水 道 ・ 廃 棄 物 処 理 １．４３３ １．３９０ １．１０７ １．２７１
２６商 業 １．３４７ １．３０１ ２．８０２ ２．６０２
２７金 融 ・ 保 険 １．３５２ １．３０９ ２．２３９ ２．１１８
２８不 動 産 １．１６２ １．１５２ １．３１１ １．４１８
２９運 輸 １．５２３ １．４５８ ３．０７１ ２．６８５
３０通 信 ・ 放 送 １．５３３ １．４４２ １．５３９ １．６６８
３１公 務 １．３０１ １．２５１ １．０００ １．２０７
３２教 育 ・ 研 究 １．２６９ １．２４７ １．６９４ １．６３４
３３医療・保健・社会保障・介護 １．３０８ １．２８５ １．０２０ １．０１８
３４そ の 他 の 公 共 サ ー ビ ス １．３４１ １．３２４ １．０４５ １．０５３
３５対 事 業 所 サ ー ビ ス １．４２０ １．３５０ ３．６４７ ２．９７９
３６対 個 人 サ ー ビ ス １．３８８ １．３６９ １．１５４ １．１３８
３７事 務 用 品 １．６８３ １．６５６ １．０８７ １．０９４
３８分 類 不 明 １．３１４ １．６９０ １．０９２ １．２３０
３９内 生 部 門 平 均 １．４３８ １．３８９ １．４３８ １．３８９

表１０ レオンチェフ逆行列の列和と行和の比較
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図４ 列和の比較

図５ 行和の比較
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５ まとめ

ここでは、筆者らが推計した２０００年愛知県産業連関表・簡易推計表と愛知県統計課が

作成した２０００年愛知県表の比較検討を行った。後者の産業連関表の方が基本分類により

生産額推計を行い、中間投入、粗付加価値、県内最終需要、輸移出入を推計しているの

で、より精度が高いと期待される。これに対して簡易推計表は１８８部門の小分類で推計を

行い、随所で簡便な推計方法を採用している。このような簡易推計法は、産業連関表の

作成上望ましいことではないが、より近時点の産業連関表である延長表や、都道府県よ

り小さい地域、市町村の産業連関表の作成方法としては必要となる方法である。

ところで、同一地域、同一時点に複数の産業連関表があることはまれであり、その意

味でもここで行ったような比較検討は一般的にはなされない。しかし、このような比較

検討をすることで、直接的には筆者等が作成した簡易推計表の推計方法の問題を事後的

に明らかにすることが出来るし、間接的には簡易推計法による産業連関表の潜在的な精

度評価について情報を提供することが出来よう。

ここでは、両産業連関表を３８部門に統合した上で比較検討を行った。生産額合計や中

間投入計、需要合計などでは大きな差がみられないが、個別の部門では大きな差がでて

くるところもある。我々の簡易推計表では自動車部門の県内生産額、移輸出、移輸入に

大きな乖離が現れている。とくに、移輸入の過小評価は、レオンチェフ逆行列の計算に

おいて、当該部門の列和、行和の値を小さくする。このことは、波及効果分析の過小評

価につながることになることを指摘しなくてはならない。我々の簡易推計表は、全体と

しては有る程度の精度を持っていると評価されるが、同時に、このような課題も含んで

いる。

産業連関表の簡易推計は、近時点の産業連関表の情報を提供するというメリットがあ

るが、推計方法の簡素化は一定の誤差を含む可能性があり、入手可能な資料を慎重に利

用しながら、様々な情報を活用してデータ整合性をチェックし、各段階で推計値の精度

について比較検討しながら産業連関表を推計していく必要がある。

注

（１）最近では、都道府県の産業連関表はインターネットのホームページに掲載され、産業連関表

のデータがダウンロード可能となってきた。ブロードバンドの普及により、多少大きなデー
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タでも無理なくダウンロードできる環境が整ってきている。また、利用者の利便性、情報の公

開などの観点からも、今後インターネットによる提供の必要性はたかまると考えられる。

（２）地域産業連関表の作成方法に関する検討は、現在都道府県等の協力を得ながら総務省の関連

する研究会で行われており、筆者もそのひとりのメンバーとなっている。その報告は別の機

会に行いたいと考えている。

（３）名古屋市では昭和４０年に産業連関表を作成したことがあるが、公式には以降推計、公表され

ていない。朝日（２００４）が１９９５年名古屋市産業連関表の推計を試みている。
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